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広範かつ高度な試験、
検査、分析能力

長年の経験と知見の集積

基本理念：

 
信頼できる技術と情報をもとに、「くらしの安全・安心」に貢献します。

多様な人材の集積多様な人材の集積

化学 農学 電気 機械 物理

化学物質の安全管理のため

 
の法律等の施行に不可欠な

 
（国に対する）技術支援

内外の生物遺伝資源の探索・

 
収集・分離・保存・提供（バイ

 
オリソース・センター事業）

計量法・工業標準化法に基づく
事業者の登録など国の事務の
実施（法律に基づく国からの委任）

NITEの組織と業務

法律に基づく製品事故
の原因究明等の実施

安心を未来につなぐナイトです。

一体的融合
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理事長
情報統括官 北海道支所

(３人)(４人)
理事(２人)

東北支所
企画管理部

(８人)監事(２人)
(４２人)

監査室(３人) 北関東支所
(６人)バイオテクノロジー本部

(８３人)
中部支所
(１９人)

化学物質管理センター
(５７人) 北陸支所

(８人)
認定センター

中国支所
(５５人)

(４人)

製品安全センター 四国支所
(３人)(９１人)

九州支所
（１５人）

（本部職員数 ３３５人) (支所職員数 ６６人)

発火燃焼実験と

 
消防機関との連携

自転車フレーム耐振性試験

九州支所

シュレッダー吸い込み実験

北海道支所

本所

四国支所

中国支所

東北支所北陸支所

中部支所

食器洗い乾燥器現場調査

北関東支所

製品安全センター大阪製品安全センター大阪

組 織

アレルギー原因

 
物質の特定

焼損したテレビ

 
の分解調査

役員５名、常勤職員４０１名 ［平成２１年４月１日現在］

注）これに加えて、消防ＯＢ、学識経験

 
者等を製品事故調査員（２９人）に委嘱

製
品
安
全
業
務
を
実
施
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【バイオテクノロジー分野】

バイオテクノロジーを活かした安全・安心の確保

インフルエンザウイルス解析インフルエンザウイルス解析

新型・季節型
インフルエンザサーベイランス

ＮＩＴＥ

全国地方
衛生研究所

国立感染症
研究所

産業有用微生物情報の提供産業有用微生物情報の提供

WHOインフルエンザ
国際監視ネットワーク

【サーベランス体制】

企業、公的研究機関、大学企業、公的研究機関、大学企業、公的研究機関、大学

バイオ燃料、土壌改良、環境修復、

清酒・味噌・醤油等の製造、

ＪＩＳ等の試験菌株

 

等

微生物の実用化例

ＷＨＯ、国内ワクチン株選定会議ＷＨＯ、国内ワクチン株選定会議ＷＨＯ、国内ワクチン株選定会議

・流行インフルエンザ株の早期の予測

・予測ワクチン株の選定

・薬剤耐性株の監視

カルタヘナ法(※)
施行支援

カルタヘナ法(※)
施行支援

※国際的に協力して、生物

 
の多様性の確保のため、

 
遺伝子組換え生物等の

 
使用等を規制する法律

◆国内事業所へ

 の立入検査

◆審査支援業務

バイオ本部の保有する

 
微生物の分離・同定、

 
遺伝子解析等、技術力

 
を統合・活用した

政府（経済産業省）

・遺伝子組み換え微生物の
産業利用促進

・国民に対する理解の促進

政府（経済産業省）政府（経済産業省）

・遺伝子組み換え微生物の
産業利用促進

・国民に対する理解の促進
３

保 存
有用微生物（国内外）

特許微生物寄託業務

国内の極限環境

アジア資源国

探索・収集

遺伝子解析による
機能情報

解 析

生物多様

 
性条約の

 
下 、 生 物

 
資源を確

 
保

諸外国と

 
の協力体

 
制構築

研究開発・産業化のための
材料・情報提供

研究開発・産業化のための
材料・情報提供

インフルエンザウィルスの

 遺伝子解析情報の提供

 

インフルエンザウィルスの

 遺伝子解析情報の提供
法施行支援法施行支援

http://www.bio.nite.go.jp/index.html
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【化学物質管理分野】

化学物質審査規制法化学物質審査規制法
（化審法）（化審法）
関連業務関連業務

化学物質排出把握化学物質排出把握
管理促進法（化管法）管理促進法（化管法）

関連業務関連業務
化学兵器禁止法化学兵器禁止法

関連業務関連業務

化学物質総合管理化学物質総合管理
情報の整備及び提供情報の整備及び提供

化学物質のリスク評化学物質のリスク評
価・管理関連業務価・管理関連業務

化学物質管理に関する技術、情報の集約、発信化学物質管理に関する技術、情報の集約、発信

行政
法令整備・施行
化学物質管理

事業者
法遵守

自主管理

国民
化学物質に関する理

 
解の深化

相互理解

化学物質に関する情報

 をわかりやすく提供
化学物質管理支援
有害性等情報提供
リスク評価情報提供

法施行支援
有害性等情報提供
リスク評価情報提供

化学物質管理のナショナルセンターとして、化学物質管理に必要な
情報の収集、発信や法施行支援を通じて社会の安全と安心に貢献

国際約束の履行

法施行支援

◆化学兵器禁止機関に

 
よる我が国事業所への

 
国際査察の立会業務
◆国内事業所への立入

 
検査業務

テロ防止の為、特定化

 
学物質の製造、使用等

 
に関する厳格な管理

届出データの記録・集計・公

 
表において、NITEを中心とし

 
た関係８省庁及び７８自治体

 
の連携

新規化学物質の事前審査において

 
NITEは事業者と３省（経済省、厚労

 
省、環境省）間の一元的相談・連絡

 
窓口

・改正化審法で新たに導入されるリスク評価への貢献
・有害性の国際標準に基づく分類結果の提供

対象物質追加への対応

４

http://www.safe.nite.go.jp/index.html
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認定センター

 
(IAJapan)

認 定

依頼

ユーザー
国・地方公共団体

 

計量器メーカー

 

工場

 

試験所

 

など

ILAC/MRA署名認定機関（46国・地域

 

58機関）

APLAC/MRA署名認定機関（17国・地域

 

27機関）

ILAC：国際試験所認定協力
APLAC：アジア太平洋試験所認定協力

MLAP ：

 

計量法に基づく特定計量証明事業者認定制度
JCSS ：

 

計量法に基づく校正事業者登録制度
JNLA ：

 

工業標準化法に基づく試験事業者登録制度

MRA(相互承認協約)

【適合性認定分野】

適格で公正な試験、校正等を行う事業者を認定適格で公正な試験、校正等を行う事業者を認定

認定制度の運営方法
を相互に確認

認定の要求事項に基づき、
公平･公正な試験・校正実施能力を確認

特定計量
証明事業者

校正事業者 試験事業者

依頼依頼

標章付
証明書

標章付
証明書

標章付
証明書

繊維製品の品質保証に活用される事例

ＮＩＴＥが国際基準に基づいて試験所の能力を審査・認

 定することにより、消費者がより安心・安全な製品を利

 用できます。

アパレル

 
メーカー

JNLA 
登録事業者

消費者

NITE認 定

抗菌試験依頼

JNLA標章付試験証明書の発行

http://www.nite.go.jp/asse/iajapan/index.html
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